
●貸借対照表（ＢＳ） （単位：千円）

[資産の部] 令和３年度 令和２年度 差引増減 [負債の部] 令和３年度 令和２年度 差引増減

固定資産 24,305,889 22,615,302 1,690,587 固定負債 9,623,430 8,844,683 778,747

　有形・無形固定資産 17,820,150 16,613,784 1,206,366  (1)地方債 8,757,511 7,934,199 823,312

 　(1)土地 1,478,187 1,432,504 45,683  (2)退職手当引当金 865,919 910,484 △ 44,565

 　(2)立木竹 116,356 110,427 5,929  (3)その他 0 0 0

 　(3)建物 5,276,094 5,395,366 △ 119,272

 　(4)工作物 449,041 454,210 △ 5,169 流動負債 783,941 816,780 △ 32,839

 　(5)インフラ資産 7,376,175 7,331,660 44,515
 (1)１年内償還予定
　　地方債

701,310 718,196 △ 16,886

 　(6)物品 335,416 234,352 101,064  (2)未払金 0 7,213 △ 7,213

 　(7)その他 2,788,881 1,655,265 1,133,616  (3)賞与等引当金 46,052 52,445 △ 6,393

 (4)預り金 36,579 38,926 △ 2,347

　出資金・貸付金等 6,485,739 6,001,518 484,221 負　債　合　計 10,407,371 9,661,463 745,908

 　(1)投資・出資・
　　　貸付金等

807,930 925,431 △ 117,501 [純資産の部] 令和３年度 令和２年度 差引増減

 　(2)基金 5,677,809 5,076,087 601,722

　　①減債基金 909,753 627,808 281,945 資産合計―負債合計 15,102,989 14,612,091 490,898

　　②特定目的基金 4,768,056 4,448,279 319,777  ＝純資産合計

流動資産 1,204,471 1,658,252 △ 453,781

 　(1)現金預金 380,499 833,820 △ 453,321

 　(2)未収金 4,692 5,161 △ 469

 　(3)財政調整基金 819,280 819,271 9

資　産　合　計 25,510,360 24,273,554 1,236,806 純 資 産 合 計 15,102,989 14,612,091 490,898

※葛巻町の人口　5,696人（R4.3.31現在）

■地方公会計制度に基づく財務書類(一般会計分)
　官庁会計決算を補完する資料として、複式簿記の考え方に基づく新公会計財務書類「①貸借対
照表、②行政コスト計算書、③純資産変動計算書、④資金収支計算書」を作成しています。
　貸借対照表は、会計年度末時点における資産保有状況とその財源調達状況を、行政コスト計算
書は、会計期間中の資産形成に結びつかない経常的な行政活動に係るコストを、純資産変動計算
書は、貸借対照表に計上されている各項目が、１年間でどのように変動したかを、資金収支計算
書は会計期間中の現金等の流れを表したものとなっています。

■貸借対照表（ＢＳ）
　貸借対照表は、会計年度末時点で住民サービスを提供するために所有する資産（土地、建物、
基金など）がどれだけあり、その資産を形成するために今までどのような財源（負債、純資産）
で賄ってきたのかを表す財務書類です。

●資　産　＝　将来の世代に引き継ぐ社会資本、債務返済の財源等
●負　債　＝　将来の世代の負担となる債務
●純資産　＝　これまでの世代の負担

令和３年度 まちの財務書類

資 産

448万円
（Ｒ２：417万円）

負 債

183万円

純資産

265万円
（Ｒ２：251万円）

町民一人当たりに

換算すると、次の

通りになります
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行政コスト　　　　　　　　　　　　58.0億円 収益　　　　　　　　　　 　　　　　2.6億円

　給与や退職引当、共済掛金等　　　 　 9.1億円 　使用料、手数料　　　        　　　　0.5億円

　その他経常収益            　　　　　2.0億円

　消耗品、維持補修費、減価償却費等　 20.0億円

　社会保障給付費や補助金など　　 　　26.3億円 　引当金の取崩しなど　　　　        　0.1億円

　支払利息、火災保険料等　　　　 　　 0.4億円 純行政コスト　　　　    　　　　　55.4億円

　臨時に係るコスト　　　　　　 　　　 2.2億円

■純資産変動計算書

純資産合計

　期首純資産残高　　　　　　　　146.1億円

　純経常行政コスト　　　　 　　▲55.5億円

　税収等　　　　　　　      　　 45.8億円

　補助金等受入　　　     　　　　14.4億円

　その他　　　　　　       　　 　0.2億円

　期末純資産残高　　    　　　　151.0億円

■資金収支計算書

１　業務活動収支Ａ　     　　　　　 10.6億円

　　　業務支出　　　　　      　　　47.4億円

　　　業務収入　　　　　      　　　58.2億円

　　　臨時支出　　　　　      　　 　1.0億円

　　　臨時収入　　　　　           　0.8億円

２　投資活動収支Ｂ　　　　　 　　 ▲23.1億円

　　　投資活動支出　　　　　　  　  30.9億円

　　　投資活動収入　　　　　   　　  7.8億円

３　財務活動収支Ｃ　　　　　　 　　　8.0億円

　　　財務活動支出　　　　　   　　　9.7億円

　　　財務活動収入　　　　　　　 　 17.7億円

　本年度資金収支額(Ａ+Ｂ+Ｃ)Ｄ　　 ▲4.5億円

　前年度末資金残高Ｅ　　　      　　 7.9億円

　本年度末資金残高(Ｄ+Ｅ) Ｆ　　     3.4億円

　本年度末歳計外現金残高Ｇ　    　　 0.4億円

　本年度末現金預金残高(Ｆ+Ｇ) 　     3.8億円

　資金収支計算書は、１年間の行政活動による現金預金の収入と支出を表す財務書類です。

■行政コスト計算書
行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動のうち、ごみの収集や福祉サービスの提供といった

資産の形成には結びつかない行政サービスに係る経費と財源のフローを表したものです。

不足する55.4億円は町税や地方交付税などの一般
財源や、国・県補助金などで賄っています。

　貸借対照表上の「純資産」が１年間でどのように変動したのかを示すものです。

　税収や国・県補助金、減価償却などにより、純資産がどのように増減したのかを表しています。

人にかかるコスト 日常的に受ける収益

物にかかるコスト

移転支出コスト

その他のコスト

臨時的に受ける収益

一般会計の財務書類のほか、町の

特別会計・公営事業会計を加えた

「全体財務書類」、一部事務組合

や第三セクター等を加えた「連結

財務書類」は、町ホームページで

公表しています。
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